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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次

第97期

第１四半期

連結累計(会計)期間

第98期

第１四半期

連結累計(会計)期間

第97期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 21,185 14,305 80,820

経常損失 （百万円） 895 910 2,150

四半期(当期)純損失 （百万円） 1,259 893 1,297

純資産額 （百万円） 12,720 11,380 12,054

総資産額 （百万円） 60,017 46,566 53,595

１株当たり純資産額 （円） 180.80 161.58 170.64

１株当たり四半期(当期)純損失金額 （円） 18.91 13.42 19.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.1 23.1 21.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,392 △1,180 △1,372

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △17 △143 2,187

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 3,708 △1,470 55

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 4,548 2,321 5,110

従業員数 （人） 1,887 1,798 1,768

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、第97期第１四半期連結累計(会計)期間、

第98期第１四半期連結累計(会計)期間及び第97期のいずれの期におきましても１株当たり四半期(当期)純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

 2/28



２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社につきましても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(人) 1,798(190)　

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(人) 17 (2)　

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３．前事業年度末に比べ従業員数が40名減少しておりますが、主な内容はコア事業を営む東京日産自動車販売㈱

へバックオフィス機能を兼任させることで本社機構のスリム化及び効率化を図り、提出会社はグループ全体

の戦略策定、ガバナンス、コンプライアンス、ＩＲなどの純粋な持株会社機能を果たす体制に変更したことに

よるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売台数(台) 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車関連事業 　 　 　

　新　車 3,107 5,966 66.0

　中古車 3,118 2,043 51.7

　その他 － 4,658 87.7

計 － 12,668 69.2

不動産関連事業 － 113 103.0

情報システム関連事業 － 963 48.7

その他の事業 － 560 70.7

合計 － 14,305 67.5

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。

なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しており

ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車関連事業 　 　

　新　車 4,674 55.2

　中古車 1,425 41.3

合計 6,100 51.2

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1) 当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社グループは、前連結会計年度において1,582百万円の営業損失及び2,150百万円の経常損失を計上

しております。当第１四半期連結会計期間におきましては、中期経営計画（新TR-10）の実行によりほぼ

計画どおりに推移いたしましたが、第１四半期は当社グループの主力である自動車販売の需要が低調な

時期であるため、725百万円の営業損失及び910百万円の経常損失となりました。

全体需要が大きく低迷する厳しい市場環境の中、損失の計上が継続した場合は借換えを含む新たな資

金調達に支障をきたす可能性があります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年下半期より急速に悪化した景気が底打ちした

との判断もあるものの、企業収益や雇用情勢は依然として先行き不透明であり、企業の設備投資や個人消

費の低迷が継続する厳しい状況が続いております。

当社グループの属する自動車関連業界は、軽自動車を含む国内新車販売台数の全体需要が前年同期比

18.5％減と低迷いたしました。特に当社グループのマーケットである東京都内の需要は、企業の設備投資

の低迷等により前年同期比24.2％減となる厳しい経営環境となりました。

このような状況のもと、当社グループは、中核事業会社である東京日産自動車販売㈱においてエコカー

減税及びエコカー補助金などの効果もあり回復傾向にあるものの、依然として前年割れが続く厳しい状

況となり、同社の新車販売台数は前年同期比22.4％減となった結果、輸入車を含めた当社グループ全体の

新車販売台数は前年同期比23.5％減となりました。

当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、継続する全体需要の低迷から売上

利益は前年同期比で930百万円減少しておりますが、中期経営計画（新TR-10）に基づいた営業費の削減

に取り組み、前年同期比で1,009百万円の削減を実行いたしました。その結果、売上高は14,305百万円（前

年同四半期比6,879百万円減、32.5％減）、営業損益は725百万円の損失（前年同四半期比79百万円の損失

減）、経常損益は910百万円の損失（前年同四半期比15百万円の損失増）となりました。また、固定資産除

売却損の計上が16百万円と前年同期に比べ324百万円減少したこともあり、四半期純損益は893百万円の

損失（前年同四半期比366百万円の損失減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　自動車関連事業

新車販売台数は６月に入り、エコカー減税等の効果が現れてきたものの、依然として前年割れの状況

で推移いたしました。新車需要の低迷を補完すべく、整備・車検等サービス事業へ注力した取り組みを

展開してまいりましたが、獲得競争の激化から車検入庫台数は前年比微増に止まりました。このような

状況の中、中期経営計画（新TR-10）に基づく営業費の大幅削減を加速して実施したこともあり、売上

高は12,668百万円（前年同四半期比5,634百万円減、30.8％減）、営業損益は514百万円の損失（前年同

四半期比124百万円の損失減）と売上高は減少となりましたが、損失は減少しております。

②　不動産関連事業

ほぼ100％の稼働率で推移した結果、売上高は113百万円（前年同四半期比3百万円増、3.0％増）、営

業利益は52百万円（前年同四半期比16百万円増、45.5％増）となりました。

③　情報システム関連事業

競合先との激しい競争状態によるＩＴ商品の低価格化が進む中、活動の中心をハードウェアビジネ

スから収益力のあるサービスビジネスへとより積極的に展開してまいりましたが、顧客のＩＴ投資減

退の影響から、サービスビジネスを確保するためのハードウェア及びソフトウェアの売上高が大幅に

減少した結果、売上高は963百万円（前年同四半期比1,015百万円減、51.3％減）、営業損益は89百万円

の損失（前年同四半期は40百万円の営業利益）となりました。
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④　その他の事業

その他の事業は、人材派遣業及び自動車教習所事業であります。人材派遣業におきましては、継続契

約の取りやめは依然として続いており、稼動人員は大幅に減少した状況で推移いたしました。自動車教

習所事業におきましては、二種免許教習の入校者が増加したことにより、少子化による四輪教習の入校

者減少を補完いたしました。この結果、売上高は560百万円（前年同四半期比232百万円減、29.3％減）、

営業損益は10百万円の損失（前年同四半期比43百万円の損失減）と売上高は減少となりましたが、損

失は減少しております。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は46,566百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,028

百万円減少しております。これは、主に長短借入金の返済及び仕入債務の支払等に伴い現金及び預金が

2,789百万円、売上債権の早期回収及び車両販売台数の減少に伴い受取手形及び売掛金が1,853百万円、

販売用車両の在庫圧縮に伴い商品が905百万円、固定資産の売却代金の回収等に伴いその他流動資産が

1,672百万円減少したことによるものであります。

②　負債

当第１四半期連結会計期間末における負債は35,186百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,354百

万円減少しております。これは、主に仕入債務の支払及び車両仕入台数の減少に伴い支払手形及び買掛

金が4,375百万円、長短借入金が1,429百万円減少したことによるものであります。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産は11,380百万円となり、前連結会計年度末に比べ674百

万円減少しております。これは、主にその他有価証券評価差額金が261百万円増加いたしましたが、四半

期純損失を計上したことに伴い利益剰余金が893百万円減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、2,321百万円

（前年同四半期比2,227百万円減）となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果支出した資金は1,180百万円（前年同四半期比2,212百万円減）であります。これは、

主に減価償却費が331百万円、売上債権の減少が1,856百万円及びたな卸資産の減少が1,263百万円あり

ましたが、税金等調整前四半期純損失が908百万円及び仕入債務の減少が4,032百万円あったことによ

るものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は143百万円（前年同四半期比126百万円増）であります。これは、主に

有形固定資産の売却による収入が837百万円ありましたが、有形固定資産の取得による支出が745百万

円及び出資金の払込による支出が200百万円あったことによるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は1,470百万円（前第１四半期連結累計期間は3,708百万円の収入）で

あります。これは、主に長短借入金の返済・収入の差引による支出が1,462百万円であります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(6) 事業等のリスクに記載した重要事象等について

当社グループは、「事業等のリスク」に記載したとおり、損失の計上が継続した場合は借換えを含む新

たな資金調達に支障をきたす可能性があります。

全体需要が大きく低迷する厳しい市場環境の中、当該事象を解消するため平成22年３月期から平成24

年３月期にかけた新たな３ヶ年計画である中期経営計画（新TR-10）を策定しております。

この中期経営計画（新TR-10）に基づき、店舗ネットワークの再構築に取り組み、効率的な店舗ネット

ワークの実現を図ります。また、当社及び東京日産自動車販売㈱の本社機構の再編を実施し、本社の効率

化・スリム化を含めた人件費の削減に取り組んでまいります。

これら固定費の大幅な削減を柱とした中期経営計画（新TR-10）を確実に実行し、当第１四半期連結会

計期間において営業費を前年同期に比べ1,009百万円削減しております。

この取り組みの継続により、安定して収益計上ができる体質への改善を実現することで、当該事象が解

消できるものと確信しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末の重要な設備の新設、除却等の計画について

重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

 9/28



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000

　

②　【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年８月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数1,000株

計 66,635,063 66,635,063 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資　本　金

増　減　額

(百万円)

資　本　金

残　　　高

(百万円)

資本準備金

増　減　額

(百万円)

資本準備金

残　　　高

(百万円)

平成21年６月30日 － 66,635,063 － 13,752 － 2,335

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日である平成21年３月31日現在の株主名簿に基

づき記載しております。

①　【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 43,000

完全議決権株式（その他） 　普通株式 66,498,000 66,498 －

単元未満株式 　普通株式 94,063 － －

発行済株式総数 　 66,635,063 － －

総株主の議決権 － 66,498 －

　

②　【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社東日カーライフ
グループ

東京都品川区西五反田

４－32－１
43,000 － 43,000 0.06

計 － 43,000 － 43,000 0.06

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月

最高(円) 230 186 176

最低(円) 98 97 126

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役会長 － 林　文子 平成21年８月10日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,821 5,610

受取手形及び売掛金 4,432 6,285

商品 2,545 3,450

仕掛品 60 75

貯蔵品 14 24

その他 1,466 3,139

貸倒引当金 △17 △39

流動資産合計 11,323 18,546

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 7,004

※1
 7,073

土地 21,530 21,470

その他（純額） ※1
 1,952

※1
 2,169

有形固定資産合計 30,488 30,713

無形固定資産 ※2
 627

※2
 650

投資その他の資産

投資有価証券 1,758 1,490

長期貸付金 37 37

その他 2,430 2,259

貸倒引当金 △98 △101

投資その他の資産合計 4,127 3,685

固定資産合計 35,243 35,048

資産合計 46,566 53,595

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,381 11,757

短期借入金 ※4
 6,043

※4
 6,924

1年内返済予定の長期借入金 8,314 5,122

1年内償還予定の社債 240 240

未払法人税等 41 169

賞与引当金 234 459

その他 3,122 3,201

流動負債合計 25,378 27,874
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

固定負債

社債 550 550

長期借入金 4,364 8,105

繰延税金負債 434 433

退職給付引当金 3,832 3,868

役員退職慰労引当金 17 49

長期預り金 599 648

その他 9 10

固定負債合計 9,807 13,666

負債合計 35,186 41,541

純資産の部

株主資本

資本金 13,752 13,752

資本剰余金 2,350 2,350

利益剰余金 △5,048 △4,154

自己株式 △12 △12

株主資本合計 11,041 11,935

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △117 △379

為替換算調整勘定 △163 △192

評価・換算差額等合計 △281 △571

少数株主持分 620 691

純資産合計 11,380 12,054

負債純資産合計 46,566 53,595
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 21,185 14,305

売上原価 16,975 11,026

売上総利益 4,209 3,279

販売費及び一般管理費 ※１
 5,014

※１
 4,004

営業損失（△） △804 △725

営業外収益

受取利息 11 1

受取配当金 8 1

持分法による投資利益 40 －

雑収入 60 9

営業外収益合計 121 12

営業外費用

支払割賦手数料 32 14

支払利息 128 122

雑損失 51 60

営業外費用合計 212 197

経常損失（△） △895 △910

特別利益

固定資産売却益 1 0

貸倒引当金戻入額 44 25

特別利益合計 45 25

特別損失

固定資産除売却損 340 16

関係会社整理損 13 －

リース解約損 － 7

その他 8 －

特別損失合計 362 23

税金等調整前四半期純損失（△） △1,212 △908

法人税、住民税及び事業税 25 18

法人税等調整額 14 25

法人税等合計 39 44

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 △59

四半期純損失（△） △1,259 △893

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

15/28



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,212 △908

減価償却費 469 331

貸倒引当金の増減額（△は減少） △42 △25

関係会社投資等損失引当金の増減額（△は減
少）

△15 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △287 △225

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27 △36

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △31

受取利息及び受取配当金 △20 △3

支払利息 128 122

為替差損益（△は益） － 1

持分法による投資損益（△は益） △40 －

固定資産除売却損益（△は益） － 16

有形固定資産売却益 △1 －

固定資産除売却損 338 －

関係会社整理損 13 －

売上債権の増減額（△は増加） 5,393 1,856

たな卸資産の増減額（△は増加） △351 1,263

仕入債務の増減額（△は減少） △8,974 △4,032

未払消費税等の増減額（△は減少） 185 △87

その他 1,155 627

小計 △3,231 △1,130

利息及び配当金の受取額 73 36

利息の支払額 △144 △157

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） － 71

法人税等の支払額 △90 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,392 △1,180

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,288 △745

有形固定資産の売却による収入 1,369 837

投資有価証券の取得による支出 △39 －

投資有価証券の売却による収入 0 －

貸付金の回収による収入 0 －

出資金の払込による支出 － △200

その他 △59 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △17 △143
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,115 △897

長期借入れによる収入 2,100 －

長期借入金の返済による支出 △1,492 △565

配当金の支払額 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △14 △7

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,708 △1,470

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279 △2,789

現金及び現金同等物の期首残高 4,272 5,110

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,548

※１
 2,321
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１．会計処理基準に

関する事項の変

更

 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

一部の連結子会社については、ソフトウェア受託開発の収益計上基準について、従来、工事完

成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間

に着手したソフトウェア受託開発から、工期のごく短いもの等については工事完成基準を適

用し、その他の工事で進捗部分について成果の確実性が認められる開発については工事進行

基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

なお、この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「リース解約損」は、特別損

失の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。

なお、前第１四半期連結累計期間における「リース解約損」は5百万円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．前第１四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローに表示しておりました「有形固定資産売

却益」及び「固定資産除売却損」は、当第１四半期連結累計期間より「固定資産除売却損益（△は益）」として

純額表示しております。

なお、当第１四半期連結累計期間における「有形固定資産売却益」及び「固定資産除売却損」はそれぞれ0百万

円、16百万円であります。

２．前第１四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローに表示しておりました「法人税等の支払

額」は、当第１四半期連結累計期間より「法人税等の支払額又は還付額（△は支払）」として純額表示しており

ます。

なお、当第１四半期連結累計期間における「法人税等の支払額」及び「法人税等の還付額」はそれぞれ123百万

円、194百万円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

18/28



【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１．一般債権の貸倒見

積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し

ております。

２．棚卸資産の評価方

法

 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によっております。

なお、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償

却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰

延税金資産及び繰

延税金負債の算定

方法

 

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１．税金費用の計算 在外子会社の税金費用の計算については、当第１四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、在外子会社における法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しており

ます。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 11,078百万円

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 10,937百万円

 

※２．無形固定資産の内訳

のれん 54百万円

その他 572百万円

　　合計 627百万円

 

※２．無形固定資産の内訳

のれん 55百万円

その他 595百万円

　　合計 650百万円

 

　３．保証債務 　３．保証債務

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

13百万円

　　合計 13百万円

　

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

13百万円

　　合計 13百万円

　

※４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま
す。

この契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の
借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,000百万円

借入実行残高 800百万円

　　差引額 200百万円

※４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行５行とコミットメント契約を締結して
おります。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実
行残高は次のとおりであります。

コミットメントの総額 4,300百万円

借入実行残高 3,900百万円

　　差引額 400百万円

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 443百万円

給料手当及び賞与 1,365百万円

賞与引当金繰入額 306百万円

退職給付費用 233百万円

賃借料及び設備費 740百万円

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 279百万円

給料手当及び賞与 1,194百万円

賞与引当金繰入額 191百万円

退職給付費用 188百万円

賃借料及び設備費 652百万円

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,550百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 4,548百万円

　

現金及び預金 2,821百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △500百万円

現金及び現金同等物 2,321百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月

１日　至　平成21年６月30日）

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

　普通株式(株) 66,635,063

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

　普通株式(株) 45,618

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

自 動 車

関連事業

(百万円)

不 動 産

関連事業

(百万円)

情報システ

ム関連事業

(百万円)

そ の 他

の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

18,302 110 1,979 793 21,185 － 21,185

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

1 － 114 140 257 (257) －

計 18,304 110 2,094 934 21,442(257)21,185

営業利益又は営業損失(△) △638 35 40 △53 △616 (187) △804

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

自 動 車

関連事業

(百万円)

不 動 産

関連事業

(百万円)

情報システ

ム関連事業

(百万円)

そ の 他

の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

12,668 113 963 560 14,305 － 14,305

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

2 － 70 76 149 (149) －

計 12,670 113 1,034 637 14,454(149)14,305

営業利益又は営業損失(△) △514 52 △89 △10 △562 (162) △725

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）ともに、全セグメントの売上高の合計に占める日

本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）ともに、海外売上高は連結売上高の10％未満であ

るため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められないため記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

デリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 161円58銭

　

１株当たり純資産額 170円64銭

　

　

２．１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 18円91銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

　

１株当たり四半期純損失金額 13円42銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

　
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 1,259 893

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 1,259 893

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,595 66,591

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成20年８月14日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　赤　　荻　　　　隆　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社の業績は中期経営計画(TR-10)の計画の実行

によりほぼ計画どおりに推移しているものの、当第１四半期連結会計期間は自動車販売の需要が低調な

時期であるため804百万円の営業損失及び895百万円の経常損失を計上しており、安定して収益を計上で

きる体質へ改善できない場合、借換えを含む新たな資金調達に支障をきたす可能性があり、継続企業の前

提に重要な疑義が生じている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸

表には反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年７月18日開催の取締役会におい

て、連結子会社である株式会社カーネット車楽を解散、清算することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年８月13日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　赤　　荻　　　　隆　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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